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今日 地域の抱える諸問題は 経済 社会 文化などの様 な側面から捉えられる 地域の活性化の必要性
は 第 に地域の経済を変革し経済の成熟によるゆがみを是正すること 第 に地域の経済を構成する産業
活動に関連する資源に活力を持たせること 第 に主体が多様であることから各地域の経済や産業は 常に
成長のチャンスと同時に衰退の危機を抱えていることである そこで 本稿では 地域の活性化の主体を企
業の役割に焦点を当てた その企業の役割は 地域を 企業の顧客 として捉えることから始まる そして
企業は その経営資源や地域資源を効率的に活用し 地域開発をおこなうための牽引力となることが重要で
ある 企業が主体となった地域の活性化は 行政 住民 企業へと新たな影響が予想される 行政には主に
税収の増加が期待される 住民には労働環境の創出やニ ズの高まりが期待される 企業には企業間競争や
連携による相乗効果から新しい事業の創出が期待される このような期待感が 地域の活性化の主体となる
企業の役割といえるのである
地域経済 地域の活性化 企業の影響力 企業の役割
住する個人もその主体となりうると考えられる この二つ
の主体に焦点を合わせた議論や施策は これまでかなり多
地域 という用語が種 様 に使われている しかしな くの指摘がなされてきたことであろうし 結果として財政
がら 最近用いられているこの用語の意味するところは 破綻を招くに至った事例も数多く存在することは周知のと
それほど良いイメ ジで使われているようには思われな おりであろう したがって 他の主体による施策 いうな
い よく耳にするこの用語は 地域ぐるみ 地域単位 地 れば地域の活性化の主体は 行政や住民個人とは別の主体
域ごと あるいは 地域経済 地域産業 地域社会 地域 が考えられないかという疑問がおこる
の文化や風土 地域住民などである これらをよく吟味し そこで 本稿では 財 やサ ビス
てみると 閉鎖的な意味合いや財政破綻をはじめとする貧 を産み出す機能を持ち 様 な側面から地域との密接な係
窮状態からの脱却の文脈の中で用いられる用語のようにも わりがある主体として企業に着目することにする
思える 顕著な事例としては 北海道夕張市の財政破綻が 以上 本稿では 貧窮状態からの脱却の代用として使用
あげられる 住民の人口が減少することによって その財 される地域の活性化を実現するにあたり 主体としての企





地域 という用語は 活性化する という用語を用いて まず 地域 には 経済 産業 社会 文化 風土 住
使用されることが適当な用語のように思えなくもない こ 民など様 な視点がある これら個 の概念は厳密に述べ
のように考えると 地域を活性化する という用語 すな てみれば各 性格を異にするものである しかしながら
わち 地域の活性化 とは どのようになされているのだ 地域は 社会性 文化 風土 経済などを総合化する役割
ろうかという疑問が持ち上がってくる そこで 本稿では を果たしている という指摘もあるとおり 相互に深い関
この貧窮状態からの脱却の代用として使用される 地域の 連性を持っている あるいは個 に点在する総称としての
活性化 について考察していきたい 用語でもある このような意味合いから 一般的に 地域
ところで この 地域の活性化 の主体にはどのような を示す言葉として用いられる意味や内容は 経済的な側面
ものがあるのであろうか 一般的には 行政が主体となっ を主として用いることが少ない たとえば 地域振興や財
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そこで地域の活性化を述べるにあたり まず 地域の経 式 である これは 一定の条件を備えた地域に対して
済的な側面 すなわち財政状態が最近どう示されているの 国が中心となって集中的に投資することによって 地方開
かをここで示すことにする ただし ここで地域状態を示 発の拠点として整備を行い そこから周辺部へ開発効果を
すことは 地域 という用語がどのような文脈の中で使用 及ぼそうというもの であった
されるのかという例証でもある この視点からまとめてみ 昭和 年代になると 年代に行なった経済政策により
ると表 のようになる 農産漁村の過疎などの問題が発生することになった その
ため 昭和 年に 新全国総合開発計画 ニ全総 が施行
され 日本全国に開発の可能性を拡大することによる国土
ここで地域の経済政策を歴史的に振り返ってみることに 利用の均衡化を目的とした 大規模工業基地開発および大
する 昭和 年代までは 戦後の復興を図るため 戦前か 規模開発プロジェクトの計画などを明確にした さらに昭
らの既成工業地帯の復興 合理化 近代化を図るために傾 和 年には 工業再配置促進法 が制定され 過度に工業
斜生産方式による資源 資金などの集中投入政策が取られ が集積している地域から工場集積の低い地域への工場移転
た この結果 四大工業地帯 京浜 中京 阪神 北九州 を促進するとともに 誘導地域における工場の新規立地
で工場の集中が起こることになる これは 各地域の農村 増設を促進することによって 全国的な工業の適正配置 工
部からの労働力の吸収から成り立ち 都市部への人口増加 業を軸とする過密 過疎の同時解消を図ろうとした
と資本の集中が経済成長の大きな原動力となった しか 昭和 年代になると 昭和 年秋の石油危機による主
し 産業 人口の集中が極端に進行することになり 地域 力産業の移行や産業構造の転換により 地域における産業
格差と公害などの問題が結果的に発生する要因となった の活性化が大幅に方向転換を迫られることになる そのこ
そのため 昭和 年には 首都圏の既成市街地における工 とから 昭和 年には 第三次全国総合開発計画 三全
業などの制限に関する法律 が制定され 近畿圏でも同様 総 が策定され 歴史的 伝統的文化を十分に考慮に入
の法律が昭和 年に制定されることになる この法律は れた 自然環境との調和や健康で文化的な人間居住の総合
当該都市圏において工場などの新規立地が制限されること 的環境の計画的整備を重点とした 定住構想 が提起され
になり 国土総合開発法 昭和 年制定 に基づいて 昭 た さらに 昭和 年に テクノポリス法 が制定された
和 年に 全国総合開発計画 一全総 が制定されるな この法律による国の支援措置は 企業に対する税 金融上
どの契機となった 地方における産業活性化政策は 産業 の優遇措置などであり 地域ごとの技術の活性化施策に重
の適正配置を目標に掲げ 地方における多様性のある産業 点がおかれた
拠点の整備や大都市からの工場移転あるいは地方分散政策 昭和 年代になると 昭和 年代後半から再び始まっ
による地域経済の活性化を通じた国土の均衡化を図りなが た首都圏への経済 文化 情報などの一極集中人口の再集
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散型国土の構築 を目的とした 第四次全国総合開発計画 大きな影響力を行使しているが このような中央集権的な
四全総 が昭和 年に策定された 昭和 年には こ 制度は 教育や社会福祉の量や質をナショナル ミニマム
の計画の実施方法の一環として 国の行政機関の移転 地 国民生活の最低基準 の観点から統一するという望まし
方の活性化する拠点地域および首都圏の業務核都市の開発 い効果が期待できる反面 地方の政府および地域住民の自
整備などを図る 多極分散型国土形成法 が策定された 主性と創意を阻害し 自治と責任の認識の形成を阻害する
また 地域産業の高度化と産業配置の適正化を目的とする 要因にもなっているのである
地域産業の高度化に寄与する特定産業の集積の促進に関 なお平成 年度の政府支出に占める地方財政の割合は
する法律 頭脳立地法 が策定された 国と地方の歳出決算 最終支出に占める割合は と
平成 年 月 第五次全国総合開発計画は 現在の一 なっており国の歳出の約 倍となっていた また中央政府
極一軸型の国土構造から多軸型の国土構造への転換を長期 と地方政府が国内総支出に占める割合は 地方政府が
構造とする 世紀の国土のグランドデザイン を提示す 中央政府が となっており 地方政府の占める
ることになる 同年 月 には 地域産業資源を有効 割合が中央政府の約 倍になっている 歳入は 地方税お
に活用して地域産業の自律的発展を促すために 事業環境 よび地方交付税が減少したことが主要因として挙げられ
の整備を目的とする 新事業創出促進法 が成立し テク る また地方公営企業の状況としては 総事業数が
ノポリス法 および 頭脳立地法 が 新法に統合される 事業 前年度と比較すると 事業が減少しており 経営
こと になった 状況は 割以上の事業が赤字となっている
これまでの地域の経済政策について年を追って振り返っ
てきたが 地域財政の視点では 自ら確保できる地域財源
が自主し そして自立した地域作りに必要である そのた これまで最近の地域の経済政策と地域財政の問題点 財
め 国との話し合いの中から地域への財源委譲が課題と 政問題に対する政策を歴史的に振り返ってきた 以後は
なっている 地方財政は 道府県民税 市町村税 法人事 現在の地域経済の問題点を示すとともに これらを個 に
業税などの独自の財源を持っている 地域の経済力や財源 検討していくことにする
調達能力には 著しい格差が存在するため 自治体ごとに
住民の受ける公共サ ビスの量や質に大きな格差が生じる 地域の財政は 公的需要への依存体質が定着しており
可能性がある こうした地域間格差を是正するために 地 慢性的な赤字構造に陥っているのが状態である 平成
方交付税交付金 地方贈与税 国庫支出金などを用いて 年度末の公債残高 借入金残高などの国と地方の長期債務
財政力格差の是正が図られることになる 地方交付税交付 残高など 国および地方の長期債務残高 は 長引く不況
金は 所得税と酒税の 法人税の 消費税の 下での税収の減少と景気回復を目的とする財政負担の増
たばこ税の を基本的な財源として 各地方自 加 国の財政制約の進行が加わり 兆円程度と 比
治体の 基準財政需要 に応じて配分されている で に達している そのため 地域経済を支えてい
地方贈与税は 一般会計を経由しないで直接地方政府に た公的需要への依存は非常に困難になってきており 三
移転される資金である 国税である地方道路税の全額 排 位一体改革 に代表される構造改革によって 国と地域と
気ガス税の 自動車税の 特別とん税の全額 航 の関係の見直しが避けられなくなってきている
空燃料税の約 が地方政府へ 使途を指定しない一般
財源として贈与されている 国庫支出金は 地方交付税交 戦後から現在に至る長期間 地域経済を支えてきた地域
付金や地方贈与税とは異なり 中央政府が使途を指定して の活性化政策の柱の一つは 地域外の企業を誘致するとい
交付する補助金 負担金 補給金などであり 地方政府に う施策であった しかし 現在は 地域の経営資源とも捉
よって実施される公共事業 社会保障 教育などが補助の えられる ヒト モノ カネ 情報 が 国境を越えて自
対象となっている 由に行き交うグロ バリゼ ション化の進展に伴って 国
また 中央政府の一般会計や地方政府の普通会計の基本 内だけではなく韓国や中国などのアジア諸国との国境を越
的財源は租税である 中央政府へ納税されるものは 国 えた都市間競争にさらされる時代を迎えている その結
税 地方政府へ納税されるものは 地方税 である 納税 果 平成 年の全国工場立地件数 件は これまでの
者がそのまま担税者になることが予定されている租税につ ピ クであった平成 年の 件の約 分の の水準
いては 直接税 と呼ばれており 納税者が租税を各種の となっており 生産設備の海外移転による工場閉鎖やこれ
財の価格に上乗せして転嫁することになる それらの財の に伴う人員削減など国内 特に地方圏における産業空洞化
最終購入者が担税者になることが予定されているものは が深刻な地域課題となっている
間接税 と呼ばれている さらに課税ベ スに応じて 所
得に課せられる税 消費に課せられる税 資産に課せられ 平成 年 月に発表された国立社会保障 人口問題研
る税の 種類に区分される この他 税法により使途が特 究所の中位推計によると わが国の人口は 平成 年を
定化されていない 一般税 使途が特定されている 目的 ピ クに減少に転じるとともに 本格的な人口減少社会の
税 に区分されている 到来が予想されている さらに深刻な事態は 急速な高
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高齢化率 歳以上の人口割合 も 戦後 昭和 年以降
数年間に出生した 団塊の世代 が 歳以上の後期高齢化
する平成 年には となることが予想される これ
に伴う生産年齢人口 労働力 の減少や可処分所得が減少
する一方で 急速な高齢化の進展により社会福祉 医療費












まず 活性化 とはどのような意味であろうか 経営学 によって 地域の人 が動機づけられると同時に
分野の用語として 大企業が現在 なぜ組織の再活性化の 行動を起こすことへの喜びや充実感を感じ 成果へと結び
必要性に迫られているかは 次の二つの問題にある それ つける一連の行動が導かれると考えられる すなわち成功
らは 企業を取り巻く環境 加えて企業組織自体が抱える 体験を共有することである それは 活力というものがヒ
内部問題といった二つの要因にほかならない との指摘 トのやる気を原動力として自信が生まれ 充実感を導くも
もあるように 企業の内部 外部の環境の変化に対応する のであるからである つまり 図 にもある通り ヤル気
問題であると考えられる このように 活性化 は 有効 充実感 活性化 である
性 と効率性 の視点から企業 第 に 地域の活性化の内容は 時代の変化に伴い 企
のマネジメントの課題にもなっている用語なのである こ 業 組織そして地域などの主体ごとに異なり 一様なもの
の企業における活性化の意味合いを背景にして 地域の活 ではない そのため いつの時代にも通用する地域の活性
性化とはどのようなものであろうか 次のように三つの方 化のための施策やマニュアル あるいは どの地域でも通
向性が考えられる 用するような活性化の施策は存在しない すなわち 主体
まず第 に 現状を変革し成熟による歪みを是正するこ が多様であり その独特の課題と可能性も異なるからに他
とである 動物や植物 もちろん人間においても加齢に ならない 各地域 各産業あるいは企業や組織などは 常
よって精気 活力を失う 同様に 地域についても成熟す に成長の機会と同時に衰退の危機をも包含しているといっ
ることにより 精気 活力がなくなってくるのである こ てもよい したがって行政 企業など主体が変わることに
のような状態から人為的に脱する行為や働きかけが まさ よって活性化の方向性が次 と変わることが多いのであ
に活性化である 企業経営においては トップマネジメン る そのため 活性化を目指した実践的行動は ラスト
トや組織においても新しい発想に基づく戦略的転換が必要 シ ンのないシナリオを描くようなものとなってしまう可
とされる グロ バリゼ ション ボ ダ レス化などの 能性が高いといえる
最近の企業経営における潮流は まさに地域の社会 経済 これまでの地域の活性化は 東京や大都市の活性化であ
においても変動が起きるきっかけとなっている これは地 り 大企業の活性化が中心テ マであった その結果 大
域 産業 にとって大きな転換期であると同時に これを 都市を中心に成熟社会が形成されたのである 活性化への
新たな可能性を生む学習の機会に変えていかなければなら 力点は 中央主導から地方主導へと分権化するとともに
ない これが地域の活性化である 地域間競争へと変化してきている これに対し 世紀の
第 に 地域の産業活動に必要とされる経営資源は ヒ 活性化の中心的なテ マは 地方都市の活性化であり 地
ト モノ カネ 情報 である この経営資源の中で と 域産業の育成と地域の中小企業やベンチャ 創設による活
りわけ ヒト の能力に注目をする 地域に必要とされる 性化が中心テ マとなると考えられるのである
経営資源 ヒト モノ カネ 情報 が生き生きとした躍
動感のある動きをつくり出すことが活性化への一端を担
う これは ヒト モノ カネ 情報といった経営資源が ここで 地域の活性化の原動力を見出す必要がある 地
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いる しかしながら 行政政策が主導となり その政策の の力で創り出すという考え方が必要である 地域の発展を
構図に従ってなされてきた結果が 図 に示してきた通り 考えた時には 必要な産業部門 あるいは地域資源の活用
である事実は周知のとおりであり 重要な視点の切り替え から見て 可能性がある産業部門を 市民 企業 行政な
を生じさせる必要性がある それは 行政主導の在り方か どの力で創り出していくという考え方となるのであろう
ら 生産者であると考えられ主体 すなわち企業を地域の そして 国からの助成金や補助金などに頼るだけでなく
活性化の原動力として その能力を借りる必要性がある 今地域にある資源 財源を有効かつ無駄なく活用し 独自
企業は もともと存在するためには戦略的な視点に立 の 色 を見出せば 活性化の糸口が見えてくるのではな
ち 新製品 新サ ビスあるいは新市場などを構築してい いだろうか
かなければならない また 株主をはじめとする利害関係 内発的発展という方法は 地域を構成する行政 企業が中
者 との良好な関係を築いていかなければ 心となって地域の問題に対して地域開発をおこなうことで
ならない そして 地球や社会への大きく影響を及ぼすよ 企業自身が地域経済の活性化の牽引力となりえるであろう
うな環境問題など様 な関連性の中で存在する
加えて 現在の行政の政策は 立案された計画がどう実 地域活性化の主体を地域外の企業に求める方法もある
施されたかの結果の責任を問うものではない この視点 これは地域外の企業に依頼し 対象地域に参入してもら
は 地域の発展に対して非常にマイナスとなる可能性を含 い 地域内で企業活動をおこなってもらう その際 地域
んでいるといってよい 企業は 内部で立案された計画が の既存企業を対象に相乗効果を狙うのである 地域に取り
どのように実現されたのかという 基本的な管理機能を 巻く既存の規律 規制を意図的に破壊し 地域活性化を意
もっている それは 計画 組織 命令 調整 統制 とい 図的に誘発させる方法である
う経営管理のプロセス のことである まさに 自己機能 地域を活性化する主体として企業の役割は企業自体が地





は どのような視点があろうか それには 以下のように 以上のように地域の活性化の主体を企業の いうなれば
つが挙げられる それは 外発的発展 内発的発展 地域 企業の自己機能に焦点を当てることは 非常に重要な視点
外の企業に依頼する方法である である
地域の多様性は 地域文化 社会性の違いも生み出して
外発的発展は 企業を誘致する方法と公共事業や国や道 いるといっても過言ではない ある地域で作られる産物や
からの補助金 助成金などによって発展させる方法があ その地域の生産様式が異なることで 地域の人 の生活様
る 企業を誘致する方法では 地域の自律性 独創性がほ 式ないし行動様式の違いを生む これらが地域の文化の多
とんど強調されず 誘致企業の 色 に染まってしまう傾 様性を生み出しているのである この多様性は 地域ごとの
向がある これは 誘致企業の活性化という面だけを考え 個性として人 に認識される この地域ごとの個性こそ地
ると非常に重要な考え方ではあるが 地域全体の活性化は 域を活性化させるひとつの鍵になるのではないだろうか
望めないだろう そして 誘致企業の存続 撤退といった 地域の社会性とは 地域に住む人がその地域の風土の中
決定権がその企業 本社 本部機構など にあるため 地 で生活して地域の文化を作りゆく過程で 集団を作り 他
域には何の裁量も無いことになる 国庫金に頼る考え方 人とかかわり生活しようとする または生活するための人
も 先が見えず 国の制約 条件に縛られ 危険な賭けと 間の本能的性質 傾向といえるだろう 地域ごとに風土は
いえる 地域の独自性を望むのであれば この補助金 助 異なり 文化も多様性を持っている このことから地域ご
成金依存の考え方も 排除しなければならない なお外発 とに社会性も異なっている この地域ごとの社会性は 地
的発展による地域経済の活性化は それぞれの地域の問題 域の経済を活性化させる鍵にもなるであろうし 同時に障
を企業が正確に捉え 経営活動を行えば可能であるという 壁にもなる諸刃の剣のようなものにもなる なぜなら 若
ことである 外発的発展では 行政が主体となったとして い人 が地域の資源を活用した企業を起業したいと考案し
も地域の特性に注意を払い 企業が活動を行うと地域経済 ても 周囲の支援や協力がなければ起業化することも困難
の活性化の糸口になると考えられる になる 起業したとしてもその企業は 持続 発展する
可能性は非常に低いのではなかろうか 起業には多くの問
内発的発展は 既存の産業 企業を伸ばす方法である 題が生じるために その都度 解決するための手段を実施
市民や消費者のニ ズに合わせて産業 企業を不断に変革 する必要がある それには経験 情報などが当然 多分に
することであり 新商品の開発や品質の改善 改良が欠か 必要となってくるのはいうまでもない 若い起業家たちに
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市場の寡占化により企業は 企業活動を続けるためには を策定 具体的な実施へと向かわなければならない いく
新市場を見つけることや 顧客を創造することから 新市 ら独自に新製品 新サ ビスを創造したとしても市場に適
場を作り出すという視点が必要であろう 企業の新たな市 応した価値を見出すことができなければ自社の利益を創出
場または顧客対象として 地域を捉えることができないの することはできない
だろうか いうなれば 地域の魅力を開発 製品化あるい 市場という視点から見ると顧客のニ ズは 多様化して
はサ ビス化して地域の活性化の原動力とすることはでき おり 企業もそのニ ズに対応することが常に求められて
ないだろうか このことは企業の経営戦略を実行する一つ いる また そのニ ズに対応することが顧客の創造性に
の施策として 地域の開発 という視点を持つことができ つながる 企業が地域を顧客として捉え 地域の開発 と
ないのだろうかということである いう視点を持ち 市場のニ ズを把握した後に 自社の新
地域には 地域ごとの多様性 魅力があり 様 なビジ 製品 新サ ビスを導入することが 企業の持続さらには
ネスチャンスが眠っている可能性がある ここに地域を顧 発展に役立つのではないだろうか 企業経営において新し
客として また市場としてみることができるかもしれない い視点として地域開発により地域を顧客として捉え 事業
可能性があるのではないだろうか をおこなっていくことに企業の存続 発展の可能性がある
平成 年 月の構造改革特別区域法の施行を受けて だろう
平成 年 月に開始した 構造改革特区制度 は 一定の 企業経営における地域を新しい顧客としてみる視点は
区域内における規制緩和を通じて地域の活性化を促すこと 衰退化する地域経済の解決に対するイノベ ションの実施
で 地方分権後の地域のあるべき姿を先取りする先行実験 による企業化と起業家の誕生などによる内発的な産業構造
の役割を有している さらに 平成 年 月に地域経 転換のプロセスであり 地域資源を活用したベンチャ ビ
済の活性化と地域雇用の創造を推進するために 内閣に設 ジネス起業などが地域経済の再生および発展への牽引力と
置された地域再生本部においても 地域がみずから考え なることが期待されている
行動する 国はこれを支援する といった基本的な考え方 なお地域を活性化する主体として企業が役割を果たした
が示されており 地域自治体などから提出された 地域再 場合 行政 人 住民 企業の三者を対象にそれぞれに影
生計画 に対して講じられてきた各種支援策をもとにし 響を与えるだろう 地域経済の活性化という問題の解決に
て さまざまな地域活性化プロジェクトが進められようと あたり 地域開発を行っていくにつれ地域 企業とそれ
している これは 企業経営を取り巻く環境要因の一つ ぞれ成果があがるのだが それぞれの成果に対して企業の
である行政という参入障壁が低く設定されており これに 影響力が予想される
より地域独自の地域資源を企業の経営資源として活用でき 行政としては主に税収の増加があげられる 地域経済が
ないかと考えられる 活性化し企業が増加すれば 法人税収が増加し 地域住民
企業が存続するためには 策定された経営戦略を実施 が増加すれば地方交付金や住民税などの増収が見込まれる
し 企業内の経営資源を有効活用し 競合他社と比較して 人 住民 は主に雇用される労働環境の創出 地域開発
競争優位性 を確保しなければ により地域の発展 市民のニ ズへの対応 市民の満足度
ならないのは周知のとおりである 企業が経営資源を活用 の高まりが挙げられる これは経済が高度化する過程で生
するのは この競争優位性を構築し 確保するためである まれるニ ズの多様化に対して 新しいビジネスチャンス
これが顕著に現れているのが 企業の新製品開発 を創出することになる
新サ ビスの提供からの新事業 企業は 企業間のつながりによる相乗効果から経営多角
化による市場への働きかける 製品市場を中心とする市場 化への新しい選択肢を準備して それは新しい事業の創出
一般への企業の働きかけ 行動なのである このことを通 へとつながるであろう それは また現在取り組んでいる
じて独自の価値連鎖を組み立て 非競争状態を作り出すこ 事業の発展を予感させ 地域開発を行った企業が維持 発
とそのものが 企業経営における競争優位性の構築という 展するために必要な競争優位の構築への一つの過程となり
ことである うるのである
この競争優位の源泉となるのが コア コンピタンス このことから企業の影響力を地域の三つの視点へ導ける
である コア コンピタンスという概 ようにすること そのものが地域経済活性化という問題を
念は ハメルと プラハ ドが企業の能力の概念と 担い 地域を開発することが顧客を創造することへつなが
して提唱したことから始まる このコア コンピタンスと るという この連鎖性が企業の役割ともいえるのである
いう概念は 顧客に認められる価値を作り出し高めること
ができる 競合他社に対して優れた競争力を有することが
できる そして企業の持つ能力が新分野や新製品にどのよ 今回 企業の経営戦略 地域開発など理論の側面から
うに使用できるか個人的なスキルや技術ではなく それら 外発的発展 内発的発展などの地域開発からの地域活性化
を束ねて全社的観点から思考することができる企業の能力 と企業の役割について述べてきた
ということができる 企業の役割とは 企業の影響力を地域の行政 人 住
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ファヨ ル 山本安次郎訳 産業ならびに一般の管理 ダイ
ヤモンド社 年を参照
この点について 車戸 實 酒井 甫著 経営管理のプロ
セス ぺんぎん出版 年に非常にわかりやすく述べて
いるので参照されたい
山崎 充 地域経済活性化への道 有斐閣 年 を参考
地域の支援や協力体制については 京都リサ チパ クな
どがある 以下を参照されたい 参考 は以下の通りで
ある




吉田和夫 大橋昭一 基本経営用語辞書 同文館 年
を参考
飫冨順久編 経営管理の新潮流 学文社 年 を参考
牧野 昇 月尾嘉男 元気な産業意外なビジネス 研 吉田和夫 大橋昭一 基本経営学用語辞典 改定増補版 同文館
究所 年 山崎 充 地域経済活性化の道 有斐閣 出版 年
年 森 巖夫 地域おこし最前線 家の光協会 片岡信之 齋藤毅憲 佐 木恒男 高橋由明 渡辺 峻編 ベ
年を参考にした シック経営学辞典 中央経済社 年
国土交通省のホ ムペ ジを参照した 参考 は次の 飫冨順久編 経営管理の新潮流 学文社 年
通りである 関口 操 経営学総論 中央経済社 年
北里敏明 地域づくりと地域振興 株式会社ぎょうせい 牧野 昇 月尾嘉男 元気な産業意外なビジネス 研究所
年 を参考にした 年
上記 参照 山崎 充 地域経済活性化の道 有斐閣 年
上記 参照 森 巖夫 地域おこし最前線 家の光協会 年
上記 参照 日本政策投資銀行地域企画チ ム編 地域再生の経営戦略 社団
上記 参照 法人金融財政事情研究会 年
上記 参照 保母武彦 内発的発展による地域産業の振興 北海道町村会
上記 を参照 年
上記 参照 総務省
上記 参照 平間久雄 地域活性化の戦略 日本地域社会研究所 年
各自治体が標準的な行政活動を合理的に行ったときに必要 大島俊一 地域活性化と広域交流の創造 創成社 年
と認められる一般財源の総額のことである 石原武政 まちづくりの中の小売業 有斐閣 年
正村公宏 山田節夫 経済政策入門 東洋経済新報社 専修大学マ ケティング研究会 商業まちづくり 商業集積の明
年 から引用 日を考える 白桃書房 年
上記 を参照 酒巻貞夫 商店街の経営革新 創成社 年
上記 を参照 重森 暁 藤本高志 森詩恵編 新 地域政策のすすめ 法律文
平成 年版地方財政の状況 の概要 総務省 化社 年
を参考にした 西川芳昭 伊佐 淳 松尾ただす編 市民参加のまちづくり 事
財務省のホ ムペ ジを参照した 参考 は 次の通り 例編 創成社 年
である 松尾ただす 西川芳昭 伊佐 淳編 市民参加のまちづくり 戦
日本政策投資銀行地域企画チ ム編著 地域再生の経営戦 略編 創成社 年
略 社団法人金融財政事情研究会 年 を参考 建設大臣官房政策課監修 地域活性化のための建設凝視恵研究会
国立社会保障 人口問題研究所のホ ムペ ジを参照し 編 地域経済活性化事例集 大成出版社 年
た 参考 は 北里敏明編集 地域づくりと地域振興 ぎょうせい 年
上記 参照 小森治夫 日本型地域開発 文理閣 年
地域自治体事業においては 予算が大幅残になると次年度 井戸川隆充 全国町おこしイベント成功事例集 出版
の予算が大幅に削減されることから その消化のための事 年
業活動に余念がないのも その好例である 八田節也 まちづくり革命 同友館 年
十川廣國 企業の再活性化とイノベ ション 中央経済社 竹内 宏 町おこしの経済学 学生社 年
年 農政調査委員会編著 日本の農業 地域活性化とイベント 財
この考え方はまさに動機づけの理論 期待理論に他ならな 団法人農政調査委員会 年
い 努力 成果期待 成果 報酬期待 の考え方を参照 十川廣國 企業の再活性化とイノベ ション 中央経済社
片岡信之 斎藤毅憲 佐 木恒男 高橋由伸 渡辺峻 年
ベ シック経営学辞典 中央経済社 年を参考 首相官邸
上記 参照 国立社会保障 人口問題研究所
この点について 十川廣國 の本質 中央経済社
年 コ ポレ ト ガバナンス ステ クホ ルダ 国土交通省
と社会の視点 環境問題など企業の社会的責任の立場から 十川廣國 の本質 中央経済社 年
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OUMA UBO
: The purpose of this paper is to examine the role of the corporation that becomes the agent
achieving revival of a region. There are three necessities for the revival of a region, as follows : First,
economy in the region is revolutionized and the distortion because of economic maturity is corrected.
Second, energies are given to the resources that relate to the industrial activity that constitutes the
economy in the region. And third, economy and industry of various places supported by the agent in
various ways to the hold of the crisis of decline with the chance of simultaneous growth. In this study,
the agent of the revival of a region was considered with a focus on the role of the corporation. The
role of the corporation starts from focusing on the region as customer. It is important that the
corporation e ciently uses management resources and regional resources, and becomes a catalyst to
develop the region. As a result, the revival of the region where the corporation becomes agent will be
expected in the areas of administration, residency, and the corporation itself to exert new inﬂuence.
An increase in tax revenues will be chieﬂy expected by the administration. The creation of the work
environment and the rise of needs can be expected by the residents. The creation of new business is
expected from the synergy e ect by inter-corporate competition and cooperation. It can be said that
such expectations for in the roles of the corporation that becomes the agent of revival of a region.
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